
参考資料

再生計画策定完了案件の概要

○平成２３年度第１四半期（平成２３年４月～６月）に再生計画策定支援を完了した案件

の概要を一覧にしています。

○平成２３年度第１四半期（平成２３年４月～６月）に再生計画策定支援を完了した案件

は、４１件でした。

○このうち、実施要領に示す抜本的な内容を伴う再生計画としての基準（※）を満たす案

件は、３２件ありました。これらの案件では、事業面での取組に加え、金融面において、

リスケジュールのほか、第二会社方式等の抜本的な手法を用いた再生計画となっています。

（概要１）

○また、上記以外の案件は、９件ありました。これらは、事業面での取組みとともに、金

融面において、主にリスケジュールの手法を用いた再生計画となっています。（概要２）

※ 「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準

・当要領「 ６．再生計画策定支援（第二次対応） （５）再生計画案の内容 」では、再生計画策定

支援（二次支援）について下記のとおり数値基準を定めています。

①実質的に債務超過である場合は、３～５年以内を目処に、実質的な債務超過を解消する。

②経常利益が赤字である場合は、概ね３年以内を目処に、黒字に転換する。

③再生計画の終了年度（原則として実質的な債務超過を解消する年度）における有利子負債の対キ

ャッシュフロー比率が概ね１０倍以下。

（注）企業の業種特性や固有の事情等に応じた合理的な理由がある場合には、これを排除するもので

はない。



（参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その１）

◆「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準を満たす再生計画策定を支援した案件（32社）
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直接放棄 計画年度 計画年度 倍 計画年度

2946 サービス業 110 1,404 48 ○ ○ ○ 9 9 1 2

2947 製造業 70 6,607 220 ○ ○ 8 8 7 1

2948 運輸業 12 471 28 ○ ○ ○ ○ 9 9 2 2

2949 製造業 20 1,591 76 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 10 1

2950 建設業 24 489 26 ○ ○ ○ 6 6 3 1

2951 製造業 50 1,686 105 ○ ○ 7 7 9 2
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2952 製造業 16 85 6 ○ ○ ○ 1 5 6 1

2953 小売・卸売業 50 19,331 618 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 9 1

2954 製造業 10 141 9 ○ ○ ○ 7 7 6 2

2955 卸売・小売業 260 4,226 30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 9 -

2956 建設業 15 554 38 ○ ○ ○ ○ 4 4 7 1

2957 製造業 24 1,942 130 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9 9 4 1

2958 運輸業 15 1,477 152 ○ ○ ○ 5 5 9 1

2959 製造業 18 1,181 126 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 5 5 1 2

2960 製造業 314 788 49 ○ ○ ○ ○ 1 3 9 2

2961 製造業 10 1,195 58 ○ ○ ○ 5 5 6 2

2962 運輸業 20 406 35 ○ ○ ○ ○ 5 5 10 2

2963 製造業 80 431 30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10 10 5 1

2964 製造業 80 1,128 13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 2 7 2

2965 サービス業 14 1,349 90 ○ ○ ○ ○ 9 9 8 1

2966 製造業 20 1,168 62 ○ ○ ○ ○ 7 7 12 1

2967 卸売・小売業 55 4,631 56 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 4 4 8 1

2968 卸売・小売業 37 1,311 108 ○ ○ ○ ○ 4 2 5 4

2969 製造業 30 2,792 28 ○ ○ ○ 3 3 13 -

2970 運送業 10 1,560 377 ○ ○ ○ ○ 1 1 14 1

2971 建設業 40 886 37 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 4 1

2972 サービス業 72 161 69 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 4 6 4

2973 サービス業 40 100 35 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 4 6 4



（参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その１）

◆「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準を満たす再生計画策定を支援した案件（32社）
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2974 建設業 86 4,088 54 ○ ○ ○ ○ ○ 7 7 4 1

2975 建設業 20 1,194 32 ○ ○ ○ 9 9 10 2

2976 卸売・小売業 30 1,478 47 ○ ○ ○ ○ - 5 6 1

2977 飲食店・宿泊業 35 600 42 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ - 1 7 1



（参考）再生計画策定支援完了案件の概要（その２）

◆「中小企業再生支援協議会事業実施基本要領」に示す抜本的内容を伴う再生計画の基準を満たさないものとして再生計画策定を支援した案件（9社）

計画年度 計画年度 倍 計画年度

2978 製造業 22 344 36 ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 10 10 10 1

2979 製造業 82 6,742 13 ○ ○ リスケ
保証協会
保証付き

10 5 17 1

2980 運輸業 12 1,657 117 ○ ○ ○ リスケ 10 10 1 -

2981 製造業 24 505 32 ○ ○ ○ ○ リスケ 13 10 9 1

2982 卸売・小売業 25 538 10 ○ ○ ○ リスケ 10 10 8 1

2983 製造業 127 3,502 42 ○ ○ ○ ○ ○ ○ リスケ 8 8 16 1

2984 サービス業 349 180 5 ○ リスケ 2 2 23 1

2985 卸売・小売業 10 788 25 ○ ○ ○ ○ リスケ 3 3 4 -

2986 卸売・小売業 40 1,030 117 ○ ○ リスケ 7 7 16 4
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